
















ジェクトが進められている。当該プロジェクトは 1997 年 IASB の前身機関である国際会
計基準委員会（以下、IASC とする）によって発足された。2001 年、IASB の設立ととも
に保険プロジェクトも引き継がれた。保険プロジェクトは現在、限定的な改善を提供した



















IASB/FASB 保険プロジェクトの最新公表物である 2013 年 IASB 再公開草案との比較を行
っている。我が国における保険業の会計は保険業法によって規定されており、保険業法第
116 条第 2 項において標準責任準備金制度が定められている。標準責任準備金制度は、死
亡率、予定利率等の計算基礎について監督官庁である金融庁により定められたものを用い
る。また、当該計算基礎については、契約当初の値を用いて原則的に見直さない（ロック・






と 2013 年 IASB 再公開草案に関する主要な相違点である。











て、2010 年 IASB 公開草案では、保険負債の測定モデルと整合的な要約マージン・アプロ
ーチが提案されていた。しかし、要約マージン・アプローチは取引対価（顧客対価）の一
部のみを収益として計上するため、2010 年 IASB 公開草案「顧客との契約から生じる収益」













また、2013 年 IASB 再公開草案では、保険負債の測定属性として現在履行価値が提案さ
れているが、収益認識プロジェクトの最新の公表物である 2011 年 IASB 再公開草案「顧
客との契約から生じる収益」で提案されている履行義務は顧客対価モデルによって測定さ
れている。現在の収益認識プロジェクトと全体として整合的な保険負債の測定属性は、
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2第 1 章 保険の目的













































































































































































































































































































































































































































































































き計算した準備金である（保険業法施行規則第 69 条第 1 項）。
21 未経過保険料とは、保険契約に定めた保険期間のうち、決算期において、まだ経過していな
い期間に対応する責任に相当する額として計算した準備金である（保険業法施行規則第 69 条
第 1 項第 2 号）。
22 払戻積立金とは、保険料または保険料として収受する金銭を運用することによって得られる
収益の全部または一部の金額の払戻しを約した保険契約における、当該払戻しに充てる準備金
である（保険業法施行規則 69 条 1 項 2 号の 2）。
23 危険準備金とは、保険契約にもとづく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込ま


































予定利率は、1999 年 3 月 31 日までに締結した保険契約については 2.75%、1999








25 2007 年 3 月 31 日までに締結した保険契約については、生保標準生命表 1996（死亡保険用）
または生保標準生命表 1996（年金開始後用）の死亡率の欄に掲げる率とし、2007 年 4 月 1 日
以降に締結した保険契約については、生保標準生命表 2007（死亡保険用）、生保標準生命表 2007
（年金開始後用）または第三分野標準生命表 2007 の死亡率の欄に掲げる率とする。
26 予定利率については、10 年利付国債の応募者利回りをもとに年 1 回必要に応じて見直すこ
とが定められており、同告示の計算方法によれば、2013 年 4 月 1 日以降に締結する保険契約










【仕訳例】当年度末要積立額 25,000 円、前年度末残高 20,000 円
（借）責任準備金繰入額 25,000 （貸）責任準備金 25,000
（借）責任準備金 20,000 （貸）責任準備金繰入額 20,000
第２節 2013 年 IASB 再公開草案における保険負債の測定
本節では、IASB/FASB 保険プロジェクトの対象として、2013 年に公表された公開草案
「保険契約」（以下、「2013 年 IASB 再公開草案」とする）を取り上げ、以下の各項にて
触れる。2013 年 IASB 再公開草案以前の議論については、図表 10 にて整理している。
第1項 保険契約













第2項 2013 年 IASB 再公開草案における保険負債の測定30
IASB では、ビルディング・ブロックと呼ばれる構成要素に基づき保険負債を測定する






































































































































前節までの結果と 2007 年に IASB から公表された討議資料「保険契約に関する予備的
見解」（以下、「2007 年 IASB 討議資料」とする）と 2010 年 IASB 公開草案「保険契約」
（以下、「2010 年 IASB 公開草案」とする）を含めた比較を行うと図表 10 のようになる。
28
図表 10 我が国の標準責任準備金制度と IASB/FASB の保険プロジェクトの相違点











































IASB の前身である IASC は、保険契約に関する基準書の開発を行うことを決定し、プ
ロジェクトの初期作業を行うために、1997 年に起草委員会を設置した。起草委員会は 1999
年に論点集「保険」（Issues Paper-Insurance）を公表したが、この論点集に対して寄せ
られたコメントの内容を検討し、原則書草案（Draft Statement of Principles: DSOP）と
いう形で IASB に対する報告書を項目ごとに作成し解散した。










EU においては 2005 年から IFRS が強制適用されることが決定され、それ以降はより多
くの保険会社が IFRS を使用して財務報告を行うことが想定されたが、2002 年の段階では
未だ認識及び測定を含む保険会計基準の全体像を確定するには至っておらず、2005 年まで
に保険契約にかかる IFRS の開発プロジェクトを完了することは現実的でなかったことか
ら、IASB はこのプロジェクトを 2 つのフェーズに分離して、フェーズ I では当面の暫定
基準を公表することとした。2004 年、IASB は IFRS 第 4 号「保険契約」を公表したもの
の、暫定基準であり一部を除き基本的には現状を追認するものとなっている。
フェーズ II では、恒久基準の策定を目指し、2007 年 IASB 討議資料が公表された。2007
年 IASB 討議資料では、保険負債の測定属性として現在出口価格を提案していたものの、
その後のコメント・レターの分析等により 2010 年 IASB 公開草案以降では現在履行価値





図表 11 IASB/FASB 保険プロジェクトの変遷
1997 年 4 月 旧 IASC で起草委員会設置承認（同年 12 月、第 1 回起草委員会開催）
1999 年 12 月 起草委員会は、論点集「保険」（Issues Paper-Insurance）を公表
2001 年 11 月 IASB で継続審議を開始。起草委員会は、同年末から順次原則書草案
（Draft Statement of Principles, DSOP）を公表
2002 年 5 月 IASB は、プロジェクトをフェーズⅠとフェーズⅡに分離
2003 年 7 月 公開草案第 5 号「保険契約」を公表（フェーズⅠ）
2004 年 3 月 IFRS 第 4 号「保険契約」を公表（フェーズⅠ）
2007 年 5 月 IASB が討議資料（IASB）を公表
2008 年 10 月 FASB が、IASB の保険プロジェクトに参加することを決定
2010 年 7 月 IASB が公開草案を公表（フェーズⅡ）
2010 年 9 月 FASB が討議資料（FASB）を公表
2010 年 11 月 IASB と FASB は公開草案に対するコメントをもとに合同でラウンドテ
ーブルを実施













分野でも用いられている。IFRS 第 9 号によると、「会計上のミスマッチとは、資産・負
債の測定またはそれらに係る利得・損失の認識を異なる基礎で行うことから生じるであろ
う測定または認識の不整合」をいう45。
これら２つの定義を比べてみた場合、2010 年 IASB 公開草案では、資産・負債の測定属




ついては、IFRS 第 9 号の定義に則った考察を本節では行っている。
























1999 年 IAS 第 39 号の公表（混合属性アプ
ローチ）
論点集「保険」の公表
2000 年 JWG が「金融商品及び類似項目」
を公表（全面公正価値を標榜）
2001 年 原則草案書の公表






2009 年 IFRS 第 9 号の公表
2010 年 公開草案の公表（現在履行価値）




第1項 1999 年 IASC 起草委員会設置から 2007 年 IASB 討議資料までにおける会計上のミ
スマッチ










対応する資産側では、1999 年に IASC は、IAS 第 39 号「金融商品：認識及び測定」
を公表している。金融商品に関する国際的な会計基準の開発が早急に求められており、










IAS 第 39 号は前述したように、暫定的に定められたものであり、公表前の 1997 年の







































以上を踏まえると、会計上のミスマッチを軽減させるためには、2010 年 IASB 公開草





る。また、2010 年 IASB 公開草案の方法によって会計処理を行った場合、負債の再測定
による差額のうち、保険会社の業績とは関係のないと考えられる割引率の見積りの変更
の要素が純損益で認識されてしまい、さらに、純損益のボラティリティが増加すること
になる。2010 年 IASB 公開草案に対するコメントの多くはこの点について懸念を示した
ため、2013 年 IASB 再公開草案においては改定されることとなった。
第3項 2013 年 IASB 再公開草案における会計上のミスマッチ
2010 年 IASB 公開草案の公表後、IASB では保険負債の側だけなく対応する金融資産

















この結果、再測定の差額については、資産側が FVOCI の場合、利息費用を除き OCI
に計上されるのに対し、負債側については OCI と純損益、非計上（負債を構成する契約
上のサービス・マージンに加減するため）の３つとなるため、損益の認識という観点か
らは 2010 年 IASB 公開草案に比べて不一致が生じていると言える。




































































第1項 2010 年 IASB 公開草案と収益認識
























































































提供するための測定値を使用している。2013 年 IASB 再公開草案では、その測定値
を保険契約収益と呼んでいる。























































































討議資料、2010 年 IASB 公開草案、2013 年 IASB 再公開草案について整理したものが図
表 16 である。図表 16 では、対応する資産側の処理として、2007 年 IASB 討議資料及び

















IAS 第 39 号 IFRS 第 9 号 IFRS 第 9 号
（限定的修正）














○ × × △72
ここで特筆すべきは、経済的ミスマッチの報告と会計上のミスマッチの軽減を満たして
いる 2007 年 IASB 討議資料の提案（あるいは 2013 年 IASB 再公開草案よりも会計上のミ
スマッチの点で優れている 2010 年 IASB 公開草案の提案）が採用されず、会計上のミス








72 第 4 章第 2 節第 2 項参照









とが伺える。加えて、2013 年 IASB 再公開草案では、特に長期業績指標としての純損益が
有用であるかどうかに主眼が置かれている。



















られる。しかしながら、IASB では、現時点で OCI とリサイクリングについての一般的な
原則はなく、報告に複雑性をもたらす可能性がある。また、この方法によった場合、負債
側から資産側の処理を決定することを避けることで業種固有の処理を極力なくし比較可能













第 2 節 収益認識プロジェクトと測定属性
収益認識プロジェクトでは、現在まで主たる測定属性として、２つのモデルが検討されて



































































俎上に載せられてきた。2007 年 IASB 討議資料が出されたのは、両方のモデルについて議
論されていた時期である。










価モデルへと議論が移行していった。第 4 章第 3 節で検討したように、保険契約について
の最新の公表物である 2013 年 IASB 再公開草案では、表示の点に関しては、2010 年 IASB
77 辻山（2008）p.44












となる場合を除き、履行義務の再測定を行わないという 2011 年 IASB 再公開草案
「顧客との契約から生じる収益」とこの点について一致している。
② また、2013 年 IASB 再公開草案によると、履行キャッシュ・フローの現在価値がゼ
ロ以下である場合、すなわち保険契約に含み益がある場合であるが、このとき当
該含み益を初日利得として認識を行わない。当該利得部分については、契約上の




























































第 5 章では、保険負債の測定属性についてはいかに考えるべきかについて、第 4 章に続
き、会計上のミスマッチの観点と収益認識プロジェクトとの関連からの検討を行った。
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